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第1章緒言
　急速に破壊が進む地球環境はもはや自然界の自己浄化能力を越え，人類自身の手によって浄
化しなければならない事態となっている．海洋環境についても1973年に発生した英仏海峡に
おけるタンカー座礁事故に端を発する船舶からの油流出防止に対して，『1973年の船舶による
汚染の防止のための国際条約に関する1978年の議定書』が締結されたが，その後もタンカー
の海難による海洋への油流出事故がたびたび起こっている．記憶に新しい例では1997年1月
に日本海で発生したロシア船籍のタンカー『ナホトカ』の船体破断，沈没事故は破断した一部
の船体が福井県三国町安島沖に漂着，座礁し，その船体から流出した重油によって北陸地方を
中心に日本海沿岸に多大な汚染状況を示した．また，2002年にはバハマ船籍の大型タンカー『プ
レスティージュ』が船体に亀裂を生じ，乗組員が退船したためコントロールを失った末に座礁．
曳航中にスペイン・ガリシア地方の沖合約250キロで船体が2つに破断した後，沈没．スペイ
ン北西部沿岸に大量の重油が漂着した．しかしながら，現在の技術では，海上に流出した油を
回収することは可能であるものの，重油を積載したまま沈没した船体内からの重油回収は浅海
に沈没した場合をのぞいてほぼ不可能で放置されているのが現状である．実際，『ナホトカ』
の船体の3分の2は大量の重油を積載したまま隠岐諸島北方沖約2500mの深海に，『プレステ
ィージュ』はスペイン北西部の沖合約3500mの深海に放置されており，重油流出による海洋汚
染は続いている．また，タンカーに限らず船舶は大量の重油を燃料として積載しており，戦時
中に沈没した艦船なども含む沈没船からの重油回収技術の確立が望まれている．
　しかしながら，船舶が燃料の重油を積載したまま深海に沈没した場合，また沈没は免れても
冬の日本海のように気温が零下にまで下がる低温環境下において座礁した場合などでは，タン
ク内部の重油は固体に近い状態まで高粘度化し，何らかの方法によって低粘度化して流動性を
持たせないと回収が不可能になる．このような重油を低粘度化する技術として，現在ではボイ
ラによって発生させた蒸気や熱水を当該船舶のタンクに供給し，内部の重油を加熱して低粘度
化する方法と，灯油や軽油などの軽質油によって重油を希釈して低粘度化する方法が存在する．
しかし，深海に沈没した場合には，蒸気加熱方式では発生させた蒸気が沈没船に至る前に温度
が下がって加熱効果が現れず，タンク内部の重油の低粘度化が不可能で，回収不可能である．
また軽質油希釈方式では揮発性の高い油を大量使用するため，作業中にこの油が爆発・炎上を
起こし2次災害を招く危険1生が高く安全性に問題がある．加えてタンク内部の重油が流動性を
持ちすぎて，一度回収を開始したらタンク内部の重油を完全に回収しきらなければならず，周
期的に荒天が続き，作業が断続的に中止になるようなような場所には不向きでこの方法を使用
することはできない．さらに最悪の場合，流動性を持った重油が大量流出する可能性もある．
このように現在の技術では沈没船タンク内部の重油を効果的に低粘度化することができず，そ
のまま放置せざるを得ないのが現状である．
　このような現状に鑑み，本研究では深海，及び低温環境下において沈没，もしくは座礁した
船舶内部からの重油加熱回収を容易にする方法として，誘導加熱技術を応用したシステムの開
発を行っている．沈没・座礁船からの重油加熱による回収に関しては，タンク内部重油の直接
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加熱，タンク側壁の船側鋼板を加熱し，そこからの伝熱によるタンク内部の重油加熱，及び移
送パイプ内部で重油が再び冷却され，固着しないようにする移送パイプの加熱の3種類が考え
られる．本文では，沈没・座礁船舶の特殊な環境条件下においてタンク内部の重油が直接加熱
できない状況にある場合を想定し，鋼鉄で出来た船舶タンク側壁の船側鋼板を負荷として，高
周波誘導加熱により船体内部の重油を加熱する技術について検討している．本システムにおい
ては，蒸気加熱方式と異なり沈没船タンク側壁鋼板自体が発熱していくのでタンク内部重油の
加熱が可能であること，軽質油希釈方式と異なり重油が流動性を持つのは加熱部位近辺のみで
あるので，タンク内部の重油が大量流出する危険性に乏しいこと，さらに，揮発性の高い油を
使用しないので，安全性も向上するなど従来からのシステムに比べて利点が多い．
　本文では，この高周波誘導加熱による沈没船タンク側壁鋼板加熱からの重油加熱回収システ
ムの実現のため，システムの主要部を構成するワーキングコイルユニヅトの特性把握と，それ
に基づく誘導加熱によるタンク内部重油の加熱実験についてまとめている．すなわち，高周波
誘導加熱を行うにはその電源装置としての高周波インバータが必要になるが，その動作周波数，
回路コンポーネントとしての共振コンデンサなどの値は誘導加熱負荷等価回路定数の値とそ
の特性から決定される．従って，回路設計の前にワーキングコイルユニヅトの負荷等価回路定
数，およびその基本的な特性を把握しておく必要がある．そして，その負荷等価回路定数は，
ワーキングコイルユニットの大きさ，巻数，形状，船側鋼板との間の空隙，ワーキングコイル
面積に対する船体の大きさなどによって変化してくると考えられる．従って，ワーキングコイ
ルの基本形状を検討し，さらに実際の加熱時に負荷等価回路定数に影響及ぼす可能性の大きい
と考えられる，鋼板面積，空隙を変化させた場合の特性を把握しておく事はシステム構成上極
めて重要である．
　以上の観点から，本文ではまず，ワーキングコイルユニットの負荷諸特性について実験的に
検討し，その電気的負荷等価回路定数に対する影響を明らかにしている．
　その負荷特性の検討に基づき，基礎実験として常温環境下でのタンク内部重油の加熱実験を
行った．そこでは，既存の電気加熱方式としてシーズヒータによる加熱と高周波誘導加熱によ
る加熱実験を同一出力にて実施し，高周波誘導加熱による船側鋼板加熱によるタンク内部重油
加熱システムの有効駐を確認している．さらに，実際のシステムヘの応用を目途に，低温環境
下でのタンク内部重油の高周波誘導加熱実験を実施し，システムの有効性を評価，検討してい
る．
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第2章　沈没・座礁船における重油回収の現状
　船舶はオイルタンカーに限らず大量の燃料油を搭載した状態で航行している．従って，船舶
が沈没などの海難に遭遇した場合には燃料油の流出を防ぐため，タンク内から燃料油を回収す
る必要がある．
　船舶の燃料には主にC重油が使用されているが，C重油の性状は気温や海水温に著しく影響
されやすく，特に冬季や深海の低温環境下では固体に近い状態にまでなる．このような状態に
あっても確実に沈没船のタンク内部からの重油回収が可能になる技術の開発が望まれている．
　現在用いられている重油回収方式には，タンク内部の重油を灯油や軽油などの軽質油で希釈
して重油を低粘度化する方法と，蒸気や熱水によって加熱して粘度を下げる方法の2通りがと
られている．図2．1は浅海で沈没した船舶の重油タンクから重油を加熱回収する場合の原理図
である．沈没船に近い海上の作業船にボイラ，給水タンク，発電機を搭載し，この作業船から
加熱ホースや回収ホース等を沈没船まで降ろして重油を加熱する．
　しかし船舶が座礁するような海域は陸上から簡単に近づくことができず，また沖からも容易
に近づけない．従って，座礁現場に大型のボイラなどの大がかりな加熱設備を搬送して設置す
る準備作業には多大な労力と時間を要し，条件が悪くて現場に設置できない場合も少なくない．
　このように，加熱用の熱源を遠く離れた場所に設置すると，長いホースを使用して熱水やス
チームを送らなければならないので，途中での熱損失も大きくなってしまい，加熱効果が得ら
れないこともある．また，加熱効果があったとしても沈没した船舶から抜き出した燃料油等を
回収タンクまで移送する経路が長いと，燃料油等が途中で冷却されて高粘度化してしまいホー
ス内を流れず，回収できない事態が生じることになる．また，軽質油によって希釈する方式だ
とタンク内部の重油の大部分が流動性を持ってしまうので，一旦回収作業を開始したらタンク
内部の重油を完全に回収しきらなければならない．更に，軽質油は揮発性が高いので作業中に
爆発，炎上して2次災害を引き起こす可能性もあり，作業時の安全性に大きな問題がある．こ
のような事情から，特に深海に沈没したような場合は重油を有効に回収することができず，放
置されたままであるのが現状である．
　これらの理由により現状では短時間に燃料油を回収する有効な方法がないので作業が長期
間になりやすく，作業中に周期的な荒天の襲来を受けざるを得ない．こうした荒天の襲来によ
り，船体が動揺し燃料油が船外に流出し環境汚染を引き起こすおそれがある．従って，短時間
に船体内高粘度重油を加熱回収する装置が必要とされている．
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第3章　高周波誘導加熱による高粘度重油回収
3．1高周波誘導加熱原理
　図3．1に船側鋼板を誘導加熱によって加熱する場合の高周波誘導加熱（High　Flequ㎝cy
InductionHeatlng：IH）の原理を示す．船体は磁性体である普通鋼から構成されている．これに
渦巻状に巻かれたワーキングコイルを設置し，高周波インバータによってつくりだした高周波
交流電流を供給する．ワーキングコイルに流れるこの電流によって，ワーキングコイルの周囲
に高周波の交番磁場が生成し，船側鋼板を貫くように交番磁束が発生する．磁性体中ではファ
ラデーの電磁誘導の法則に基づいて，この磁束の変化を妨げる向きに誘導起電力が発生し渦電
流が流れる．この渦電流と鋼板の固有抵抗とによって，ジュール熱が発生（渦電流損）し，ワー
キングコイルは発熱することなく鋼板自体が加熱されていく．
イー　ル発電 誘導加熱マット
ワーキン　コイル ’電眺のれ
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零
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図3．1　高周波誘導加熱原理図
　この原理によって加熱される高周波誘導加熱は，非接触加熱による熱絶縁性の良さ，電熱線
（シーズヒータ）方式とは異なり，ワーキングコイルの断線などの心配がない信頼性の高さ，
被加熱体の温度制御性の良さ，直接加熱による熱効率の高さなどから古くから誘導炉，誘導溶
接，ロウ付，表面焼入など金属加工分野に広く用いられてきた．近年では高周波交流電流を供
給する高周波インバータのスイッチング素子に用いられる半導体スイッチングデバイスの長
寿命化，大容量化，低価格化が進んだため，工業分野では伝統的に用いられてきた真空管式イ
ンバータをほぽ駆逐し，更に誘導加熱機器の家電分野への進出で，製品名にIHの名を冠した
各種製品の誕生により，一般家庭でもなじみの深い技術になってきている．
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3．2　高周波誘導加熱方式による高粘度重油回収システム
　図32に示すのは，高周波誘導加熱方式による重油回収システム概要図である．システム構
成としては，沈没船のタンク内部に挿入され，内部の重瀬を直接加熱する直接加熱ユニット，
船側鋼板を加熱し，そこからの伝熱によってタンク内部重油を加熱する船側鋼板加熱ユニット，
回収の重海が周囲の海水によって再び冷却されて粘度が上昇した場合に，重油の流動性を確保
するために回収パイプを加熱して重油の粘度を下げる再加熱ユニットなどが考えられる．本文
では，深海沈没船，あるいは低温環境下における座礁船舶などの特殊な状況を考慮し，重油タ
ンク内部で直接加熱が不可能な場合を想定しタンク側壁の船側鋼板を誘導加熱により加熱し，
そこからの伝熱によってタンク内部重油を加熱回収する方式を中心に検討している．
　高周波誘導加熱技術を用いた重油回収システムは，加熱源と加熱先の船側鋼板，もしくは回
収パイプが同一にできるので，蒸気加熱方式のように中途の熱損失はなく，効率よくタンク内
部，またはパイプ内の重油を加熱することが可能である．また，ボイラ，加熱ホースなどの大
規模な設備の設置を必要とせず，電カケーブルは加熱ホースに比ぺて扱いが容易である．さら
に，電源は回収船の補助発電機で十分な電力を得ることができるので，システム全体が簡略化
できる．
　また，軽質滴希釈方式と比べても揮発性の高い油を大量使馬するわけではないので，漏電に
さえ気をつければ安全性は格段に向上する．さらに，タンク内部の重油が流動性を持つのは加
熱された部分のみであり，タンク内部の重油全てが流動性を持つわけではないので，回収中に
何らかの理由で重油が流出をはじめてもその被害を最小限に抑えることができると考えられ
る．
6
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図3．2　高周波誘導加熱による沈没船タンク内部重油加熱回収システム概念図
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3、3実システム応用に際して
3．3．1高周波インバータ
　高周波誘導加熱を行うにはその電源装置としての高周波インバータが必要になる．高周波イ
ンバータには従来形式のハードスイッチングタイプとその改良型であるソフトスイッチング
タイプの2種類が存在する．
　ハードスイッチングタイプのインバータの一例として，図3．3にフルブリッジ型の直列共振
ハードスイッチングインバータを示す．
Ed
蝕nll」 SI　　　　S3」　　　Lo　　Ro　Co
Csnl
s皿旗
…一1幽・・一 」 S4　　　　S2」
スナバ回路
Rsn3
Csn3
Csn4
Rsn4
スナバ回路
図3．3　フルブリッジ型直列共振ハードスイッチングインバータ
　ハードスイッチングインバータ回路においては，スイッチのターンオフ時に発生するサージ
電圧からデバイスを保護する為にデバイスに対して並列にR℃スナバ回路を付加している．図
に示すようなデバイスそれぞれにR－Cスナバ回路が接続されている場合，スイッチ電流が強制
消弧されるとデバイスを流れていた電流はR－Cスナバ回路へ流れ，スナバコンデンサCsnを充電
しながら徐々に小さくなる．この時スイッチにかかる電圧もコンデンサの充電電圧と共に立ち
上がり，dv／出を抑制，ひいてはスイッチにかかるサージ電圧の抑制が可能になる．しかしなが
ら，ターンオン時にCsnに蓄えられた電荷の放電電流がスイッチに流れ込まないように，抵抗
RsnによってCsnの放電電流の立ち上がりを抑制する必要がある．このRsnによる損失は一般に
スイッチング損失よりも大きくなることが大きな間題になっている．
　一方，ソフトスイッチングには大きく分けて2つあり，電流のゼロクロス点でスイッチング
するZero　C㎜ent　Switching（ZCS）方式，または，電圧のゼロクロス点でスイッチングするZero
Voltage　S而tc㎞g（ZVS）方式がある．
　ZCSでは，図3．4に示すように回路の共振としての電流共振を利用してスイッチ電流のゼロ
クロス点でスイッチングする．その結果，理論的にはスイッチング時のスイッチ電流×電圧と
してのスイッチ損失はゼロにできる．しかし，ZCSではターンオン，ターンオフ時に図3．4に
示すようにdv／dtが大きくなるため数百kHz以上の高周波応用においてはスイッチの接合容量
Cstに対する充電電流（Cst×dv／dtニis〉による振動現象を起こすこともあり注意する必要があ
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る．また，ソフトスイッチングとしてのZCS動作を実現するためには，スイッチ電流がゼロに
なった後にターンオフする必要があるため，ZCS動作が可能な周波数，及び負荷領域が限定さ
れる．
Vs1
三1
（山／ω大
図3．4　ZCS動作原理
　一方，ZVSでは図3．5に示すように回路の共振としての電圧共振を利馬してスイッチ電圧の
ゼロクロス点でスイッチする方式である．ZCS同様に，理論的にはスイッチング損失をゼロに
できる．しかし図3．5で示すように，ZVSではターンオフ時にd戴が大きくなり，配線の漂遊
インダクタンスLs重によリスパイク電圧が発生する可能性があり，出来る限り漂遊インダクタ
ンスを小さくするように実装する必要がある．更に，スイッチング素子にIGBTなど照いた場
合には，素子の構造上発生するテール電流による電力損失も閥題となる．また，ソフトスイッ
チングとしてのZVS動作を実現するためには，スイッチ電圧がゼロになった後にターンオン
する必要があるため，ZCSと同様にZVS動作が可能な周波数，及び負荷領域が限定される．
　一般に，回路の共振を利用するソフトスイッチング電源においては，非常に限定された領域
においてのみ，ソフトスイッチングによる安定動作が可能であり，負荷定数の変化に敏感で，
広い動作領域を有すハードスイッチング電源に対し，制御が難しいという難点を有している．
Vs1
葦1
ωi〆達t〉大
テール電流
図35　ZVS動作原理
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以上，ハードスイッチングとソフトスイッチングのメリット，デメリットを表3．1にまとめ
る．今，本文にて負荷として検討している船側鋼板誘導加熱負荷を考えると，負荷抵抗Ro［Ω］，
負荷インダクタンスLo［Hlの値は加熱時の状況，つまり，水深や船側鋼板の板厚，材質，マッ
トを設置した場合のワーキングコイルと船側鋼板との空隙によって変化する．ソフトスイッチ
ングは，動作可能な負荷範囲が決っており，回収時によって負荷定数が変化するような動作環
境下では運転可能な場合と不可能な場合がある．これに対して，ハードスイッチングでは，広
い負荷定数の範囲で出力を得る事ができる．よって，船側鋼板誘導加熱負荷を駆動する電源装
置としてハードスイッチング方式を採用した．
表3．1ハードスイッチングとソフトスイッチングのメリット，デメリット
ハードスイッチング ソフトスイッチング
メリット
・負荷条件の変化に対する
作領域が広い
・高効率（スナバ回路不要）
低ノイズ
デメリット
・低効率（スナバ回路必要）
高ノイズ
・　負荷条件の変化に対する
動作領域が狭い
　図3．6は実験にて使用した汎用ハードスイッチングインバータである．直流電圧源は3相交
流電源を3相ブリッジ整流回路と電解コンデンサで平滑して直流電圧源化している。スナバ回
路には別名電圧クランプ回路とも呼ばれ，スイッチング素子にかかるサージ電圧のみを吸収す
る電力回生型スナバを用いて，ハードスイッチング動作ながらスナバ回路での損失を低減した
比較的効率の良い回路になっている．
能
3相ブリッソ
流回路
」 」
’』．r』』、
◎
・・1 ・　＾・ 』謡
　　鷺 71「
」
　電解コンデンサ
・き窟一一・
．　』「ン　ー『
」
3相電源 誘導加熱負荷価回路
電力回生型スナバ回路　　　　　　　　電力回生型スナパ回路
図3．6汎用ハードスイッチングインバータ
　ワーキングコイルと船側鋼板を含めた誘導加熱負荷の電気的な等価回路は図3．6に示すよう
に負荷インダクタンスLoと，負荷抵抗Roの単純な直列回路であらわされる．しかしながら，
その値はワーキングコイルの形状や加熱時の条件によって大幅に変化してくる．従って，効果
的な加熱を実現するための回路設計を行うには，回路を構成する前にまず負荷ワーキングコイ
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ルの特性を把握して，それにあわせて回路設計を行う必要がある．次節にて，負荷ワーキング
コイルの特性としてその特性変化に影響を与えると考えられるファクターと回路設計時の考
慮すべき要点にっいてまとめる．
3．3．2船側鋼板加熱用ワーキングコイルユニット
　高周波誘導加熱技術を用いて沈没船タンク内部の重油を加熱回収しようとする場合，大型の
平板状ワーキングコイルユニットが必要になる．ただし，このワーキングコイルユニットの形
状如何では電気的，熱的な特性が大幅に変化し，最悪の場合加熱が不可能になる事も考えられ
る．つまりそれは，ワーキングコイルの大きさ，巻数形状，船側鋼板との空隙ワーキング
コイルの面積に対する船体の大きさなどによって変化してくると考えられる．先に述べたよう
に誘導加熱負荷の電気的な等緬回路はLo－Ro直列回路であらわされるが，その定数の値がさき
にのべた条件によって変化してくると考えられる．従って，ワーキングコイルの基本形状を検
討し，さらに鋼板面積，空隙を変化させた時の特性を把握しておくことは実際の応用上極めて
重要になってくる、すなわち，誘導加熱負荷はインダクタンスと抵抗の成分のみであるので，
このまま回路を構成しても負荷力率が低く，電流値の割には出力が小さくなり，過大な電流に
よって導通損失の増大，インバータや交流電源，配線の容量を圧迫するなど，デメリットが大
きい．この対策として回路申にコンデンサを接続して共振回路を構成し，その共振周波数をイ
ンバータの動作周波数にあわせて力率補偵を行う必要がある・この力率補償によって出力電流
に見合った出力電力を得ることができる．この時の共振周波数は負荷インダクタンスと共振頴
ンデンサの値によって決定される．従って，負荷インダクタンスの値と動作周波数が決定され
ないと共振コンデンサの値が決定不可能になる．また，ワーキングコイルの設置条件によって
負荷等価回路定数がどのような挙動を示すか把握しておくことによって，共振回路の構成法も
変わってくる．従って，負荷特性を把握する際に考慮すべき点は，第一に船側鋼板誘導加熱負
荷は各々の加熱の際に負荷等価回路定数が変化すると考えられるので，その変化をできるだけ
小さくできる動作周波数を選定することが望ましく，そうした条件に合う動作周波数帯を検討
する．第二に重漉回収のため加熱を開始した際には長時間運転が不可欠となると考えられるの
で，運転中に負荷等価回路定数の急変などがないかどうかも検討しておく必要がある．それは，
加熱中に負荷急変を起こさないのであれば，共振周波数が変化しないので，共振回路としては
構成が単純で部晶点数の少ない直列共振回路で十分である．逆に，加熱中に負荷急変を起こす
ような場合，直列共振回路では動作周波数がわずかにずれただけで出力電力や電流が急激に変
化する特性を有しており，それによってインバータが悪影響を受ける可能性が高い．このよう
な負荷では，インバータの鰯御圏路を工夫したり，または並列共振部を回路中に含めて過電流
が流れたりしないようにするなど共振回路の構成自体から検討を行う必要がある．
　本文では，大型化した際にも適用可能になるように考慮した小型ワーキングコイル形状検討
を行うため，まず，大型化のいちばん簡単な手段として導線間隔を開いた場合での負荷等価回
路定数，及ぴ加熱特性の特陸変化の把握を行い，その結果から次に分割設置が可能でワーキン
グコイル相互間の隙問を極力小さくでき，加熱漏れの少ないと考えられる方形ワーキングコイ
ル（図3．7）の単体負荷特性を把握する実験を行っている．
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図3．7　方形ワーキングコイル概念図
　誘導加熱のような共振回路を構成して負荷に電力を供給する場合，共振回跳の共振特性によ
って回路の動作や負荷への電力供給の可否がほぽ決定されてくる．すなわち，加熱回路として
直列共振回路を構成した場合，その共振特性は，負荷インダクタンスLol移田と共振コンデンサ
Cs［魑FIとによって決定する共振周波数（鉛（3．1式）で負荷インダクタンスと共振コンデンサの
インピーダンスが互いに相殺し，回路には見かけ上負荷抵抗Ro［Ω｝のみが現れてくる．これに
よって共振回路全体のインピーダンスが最小になり，最大電流が流れる。
　　　　　1　f，諾　　　　＿（3．1〉　　　2π癒
　従って，12Rで与えられる電力も最大になる．しかしながら，共振周波数にて回路を動作す
る場合，負荷抵抗の値が小さすぎると電流が流れすぎてインバータのスイッチング素子が過電
流に耐えられず，破壊する恐れがある．従って，加熱時にはある程度の負荷抵抗値を有してい
ることが回路の安定動作を行う上での条件となる．逆に負荷抵抗値が大きすぎると電流が流れ
ないために所要出力を得ることが困難になる．よって，負荷抵抗値は大きすぎても効果的な加
熱が不可能になる．3．1式から，周波数を高くするほど回路コンポーネントの小型化が可能に
なる。逆に，周波数を高くするには負荷インダクタンスの値と共振コンデンサの容量を最適な
値になるように小型に設計しなくてはならないともいえる．負荷インダクタンスの値が小さい
と共振コンデンサの所要容量が大きくなり，逆に負荷インダクタンスの値が大きいと共振コン
デンサの所要容量は小さくなる．共振コンデンサの容量は大きすぎると回路の容積，重量が増
し，小さすぎると大きな耐電流を有す小容量のコンデンサが必要になり，回路構成上非常に厳
しい条件が加わる、従って，負荷インダクタンスの値も適正な，大きすぎず，小さすぎない値
が要求される．また，動作周波数が共振周波数から遠ざかるに従い，回路のインピーダンスが
大きくなり，電流が流れにくくなっていく．さらに，電流と電圧の位相差が大きくなって，共
振回路全体の力率が低下し，電流値の割には出力が小さい上に，配線の導通損失が増加して電
力変換効率が低下する。従って，効率的な加熱を行うには，インバータ動作周波数を共振周波
数の近傍の値に設定する必要がある．
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第4章ワーキングコイルユニットの負荷特性
　船側鋼板誘導加熱によるタンク内部重油加熱システムを構成するには，その主要部を構成す
るワーキングコイルの構成が重要になってくるこ．とは前章にて述べた．ここでは，具体的な大
型ワーキングコイルの構成及び設計を行うために必要な基礎データを得るために小型のワー
キングコイルを用いて行った各種実験について述べる．
4．1導線間隔変化時の負荷特性
　一辺数［刺程度の大きさを有す大型のワーキングコイルを構成する際にまず考えられるのは
導線の間隔を開いて大型化する方法である．この時の電気的，及び熱的特性を把握するため，
導線間隔なし，導線間隔5㎜，間繭㎞のワーキングコイルを製作し，動作周波数を変化
させてその時の負荷等価回路定数としての抵抗（Ro［Ω］），インダクタンス（Lo［μH］）の値を
実験的に計測した。
　一般に受動素子の電気的特性を調べるにはLCRメータを用いる．しかし，大電力用途の場
合，特に誘導加熱のような空間を通してエネルギ伝送を行い加熱対象に渦電流を誘起させる場
合，LCRメータでは必ずしも正確な値が測定できない．そこで本項では，実際に電力を投入す
る加熱実験を行い，より実際の応用に近い状態での負荷特性把握実験を行った．
　被加熱鋼板には，図4，1に示すL：900×W：450×T：9mmの長方形の鋼板を用いている．
材質は普通構造用部材鋼SS41である．
〔
図4．1　実験用鋼板
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ワーキングコイルは直径235㎜の円盤型のものである．種類は導線問隔なし，5㎜，10㎜
の3種類のワーキングコイルを製作した．例として5mm間隔ワーキングコイルの図を図4。2
に示す．
図4．25mm間隔ワーキングコイル
　図4．3は実験回路である．3相電源から高調波対策のための電源トランスを介してインバー
タに供給する電力を調整するボルトスライダ，入力電力測定のための3相デジタルパワーメー
タ（HIoKI3331PowER　HiTEsTER：日置電機製）を接続し，その後段に電源である汎用ハード
スイッチングインバータ（富士電機製）を接続した．インバータの出力側には共振コンデンサ，
負荷としてのワーキングコイルと鋼板，単相パワーメータ（HO照3332POWERHiTESTER：日
置電機製）を接続して回路を構成した．
　共振コンデンサの値を選定するに当たって，まずLCRメータによって鋼板の上に載せたワ
ーキングコイルの負荷インダクタンスLo及び負荷抵抗Roの値を計測し，これを仮の負荷等価
回路定数値とし，それから，動作周波数と直列共振周波数の式から導出した式（4．1式）によ
って算出したコンデンサの値を用いて共振コンデンサを構成した．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　汎用ハードスイッチングインバータ主回路部
稲霊厘亟亟　　　　　　（電圧罰整変圧器）
・、1ll，［「
ボルトスライダ　　　　　　　　　　電圧　　　　電　　　定　　　　　端子
湘デジタルパワーメータ
十
」
Ro　　Lo
1
F 協－一「　　一』　　薪　　　戸
←鞭m』脅一 「i 雛器鋪ロ．鷲・ζ・
　　図4，3　実験回路
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　　Cs岡一1　．．．＠、D
　　　　　　（2哲）2L・
　デジタルパワーメータには電流測定用の端子と電圧測定馬の端子があり，接続には電流測定
端子は電流測定箇所に直列に接続し，電圧測定端子は電圧を測定したい部分の両端間に並列に
接続する．入力側の3相パワーメータは入力電力〈P域WI），出力側の単相パワーメータは動
作周波数（fblkHz1），負荷電流（101A罫実効値（rms）），負荷電圧（恥［Vl：実効値（ms））の3種のデー
タを測定し，出力電力（PolWl）はこれまでの実験的経験値からP血にo．92倍した値としてい
る．これは力率の低い誘導加熱負荷では出力側の単相パワーメータがワーキングコイル両端問
にかかる電圧とワーキングコイルを流れる電流との位相差を正確に算定することができず，電
力を正確に算出できないことによる近似的な方法である．このようにして測定した｛b，Io，恥
と，入力電力から算定したPoから，計算によって負荷抵抗値（Ro［Ω1），及び負荷インダクタン
ス（Lo［鮭Hl）を求める．一般に高周波インバータによってワーキングコイルに供給される電流，
電圧はひずみを持っており必ずしも正弦波交流ではない．しかし，基本波以上の高調波電力，
それに起因する歪み波力率などを厳密に扱うことは，測定機器の能力を遙かに超えており，実
際上不可能である．そこで，本項ではパワーメータの指示したIo，及び恥の値が正弦波交流
であると近似して扱い，交流理論を適用してRo，Loの計算を行っている．
　今，誘導加熱ワーキングコイノレ，及び被加熱鋼板を電気的な等価回路で示すと，図4．3で示
すように，Ro－Loの直列回路になる．従って，負荷抵抗（Ro），負荷インダクタンス（Lo）を求め
る計算式は以下の通りである．
　　・負荷抵抗（Ro〉
　　　単相デジタルパワーメータの指示値のうちIo，入力電力から計算したPoを用いて，
　R・［Ω1ニP％2…（峨2）
・負荷インダクタンス（Lo）
　単相デジタルパワーメータの指示値のうち恥，Io，fbと，4、2式で算出したRoを用い
　て，
　　　　　　　ノ　Vo／／2－Ro2
L。岡一　／lo　×106
　　　　2π・負）・1000
．。．（4．3）
　となる．
なお，実験条件は以下のように設定した．
入力電力　600W
実験中止条件　加熱面側の温度が100℃以上になったとき，
　　　　　　または実験開始後30分が経過したとき
！5
4、L1周波数特性
　図4，4にこの時測定した負荷インダクタンスLo［μH】，図4．5に負荷抵抗Ro［Ω1の周波数特性
を示す．
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図45　負荷抵抗Ro［Ω1の周波数特性
16
　図4．4，4，5から，導線間隔にかかわらず，周波数→大に対して
　Ro→大
　Lo→小
となっている．Po＝lo2Roの電力の定義式からも分かるとおり，等価負荷抵抗Roの値が大きい
方が出力電流が小さくても加熱は比較的容易である．すなわち周波数が高い方が加熱は容易で
あるが，渦電流が鋼板表面に集中し，表面がいち早く加熱されるため，かえって鋼板を隔てた
重油に供給される熱量よりも海水中に放射される熱量が大きくなる可能性があると考えられ
る．また，導線間隔5㎜で負荷抵抗，負荷インダクタンスの値が大きく低下している．これ
は，漏れインダクタンスが大きくなるのと同時に，導線間隔が増えた結果，ワーキングコイル
に使用する導線長が短くなったことで，鋼板と鎖交する磁束が減少したためと考えられる．
4．L2　加熱特性
　ここではワーキングコイルの巻き方の違いによる加熱特性を把握するために，導線を密に巻
いた場合と導線間隔を5㎜としたときの平板加熱特性についてまとめる．なお，10mm間隔
のコイルでは実験結果が安定しなかったので対象外としている．
　また，この実験は前項において述べた負荷ワーキングコイルの電気的負荷特性把握実験と並
行して行っている。従って，10㎜間隔コイノレの実験データが採取できなかった以外は実験装
置，実験装置の構成，及び配置，実験条件などに変化はない．
　図4．6，4．7に温度計測用熱電対の配置図を示す．図4．6が断面図，図4．7が正面図である．
平板の表裏に熱電対を固定，その上に2．5㎜の導線で製作したワーキングコイルをのせ，さら
にその上にベニヤ板をのせている．これは5㎜間隔コイルを固定する台として2．5㎜厚のベ
ニヤ板を使用したことによる．なお，導線間隔のないワーキングコイルについても同じ板厚の
ベニヤ板に固定し，出来るだけ実験条件を同じくしている．
ベニア板
温度センサー表
コイル
温度センサー裏 鉄板
図4．6　実験装置断面図
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　図4．7の正面図に示すように，鋼板の中央にワーキングコイルの中心を合わせて固定してい
る．温度測定用の熱電対は中心から半径2方向に20mm間隔で加熱面側と，その裏側に合計22
本配置した．
●温度計測ポイント
20
温度センサー横
鉄板 温度センサー病
のNN
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ニア板
寸
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900
4．7　実験装置正面図
　図4．8～4．11に動作周波数15kHz及び20kHzで実験を行ったときのワーキングコイル半径方
向の温度分布特性図を示す、横軸にコイル半径方向の距離を取り，縦軸に鋼板表面温度を取っ
ている．また，図が煩雑になるのをさけるため，温度は実験終了時のコイル半径方向の温度の
みを示す．次に，図4，12～4．19に動作周波数15kHz及び20kHzにおける横軸に時間を取った温
度上昇特性図を加熱面側，裏面側に分けて示す．
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図4．8　導線間隔なしコイルの半径方向温度特性（15kHz）
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図4．9　導線問隔なしコイルの半径方向温度特性（20kHz）
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図4，105㎜間隔コイルの半径方向1眠特・性（15馳）
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図4．115mm間隔コイルの半径方向温度特性（20kHz）
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よって，漏れ磁束が増大して鋼板中を流れる禍電流が減少し，ジュール熱の発生が抑嗣された
ものと考えられる。ここで，沈没船タンク内部の重油を加熱回収するシステムヘの高周波誘導
加熱技術の応馬を考えた場合，海水中という低温環境下での加熱となるため，加熱特性に劣る
・ワーキングコイルでは加熱まで時問がか力勇すぎると考えられる．また，重油に供給される熱
量より海水中に放散する熱量が多すぎて加熱が不可能になる可能性もある．従って，ワーキン
グコイルの導線は密に巻いたほうが良いと考えられるが，1辺数鉦m｝の大きさを有す大型ワーキ
ングコイルをi枚で構成しようとすると，所要の導線長が長くなり，ワーキングコイルの負荷
等価回路定数値が極めて大きくなってしまう、高周波誘導加熱による船体加熱を効率よく行う
には，共振回路の共振特性から負荷インダクタンスLoと共振コンデンサCsの値によって決ま
る共振周波数もしくはその近傍の周波数でインバータを動作させる必要がある。従って，こ
のようなワーキングコイルでは加熱に適した動作周波数と最適なインバータ動作周波数との
問で整合が取れず，加熱が不可能になる可能性がある．
　この対策として，適当な面積と負荷等価回路定数値を有す導線を密に巻いたワーキングコイ
ルを分割設置すれば負荷等緬回路定数の極大化は避けられ，かつ効率よく重漉を加熱できると
考えられる．また，回収作業時にワーキングコイルを設置する場合にも作業が容易になる．従
って，以降ワーキングコイルは小型のものを分割設置することを前提に，設置の際にワーキン
グコイル相互闘の隙問が小さくなるように，その形状を円盤型から方形に変更し，単体ワーキ
ングコイルの特性把握実験を行った．
4．2空気中での負荷特性
　前節において，導線聞隔を開いた時の負荷等衝回路定数，及び加熱特性についてまとめた．
そこで得られた結論から，ワーキングコイルの基本形状として，導線を密に巻いた方形のワー
キングコイル形状を選択し，これについて以降検討していく．
　今，実システムの稼動時を考えた場合，ワーキングコイルに対する被加熱鋼板の面積は，船
の大きさや形状，また加熱部位によって変化する．この事から被加熱鋼飯面積が変わるこ．とに
よって，負荷特性に影響が出る可能性が考えられる．また，ワーキングコイルと被加熱鋼銀と
の問には，船体構造上空隙ができやすく，漏れ磁束の増大などにより負荷特性に大きく影響す
ることが考えられる．それら2つの要素が負荷等無回路定数にどのように影響するかを調べる
ため，鋼板面積と空隙を変化させた実験を行い，負荷インダクタンスLo［μH｝・負荷抵抗RolΩ1
に対する影響を検討した．
　この実験で使用するコイルの形状は図4．20に示すように，導線長15．4m・一辺200㎜四方・
導線径2．5m盈・巻数32Tの方形ワーキングコイルで，被加熱鋼飯は3．2mm厚の普通構造部材
鋼SS41で，その形状は図421に示すように200．400，800，1200灘四方の4種類の鋼板を湘熱し
実験する。即ちワーキングコイルに対し，鋼飯面積が，等倍，4倍，16倍，36倍になっている。
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図4．20　ワーキングコイル
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図4．21　被加熱鋼板
　実験は入力電力を600W投入し，インバータ効率としてそれに0．92を掛け合わせた値を近似
的に出力電力とした．4．1節と同様に，出力側に接続した単相デジタルパワーメータの示す出
力電流（Io），ワーキングコイル両端間電圧（恥），動作周波数（飴）の値から負荷インダクタンスLo，
負荷抵抗Roの値を計算した．なお，計算式は4，1節の4．2式（Lo），43式（Ro）である．図4，22
及び図4．23は400mm四方鋼飯を加熱した場合の実験概略図である．図4．22は加熱面を正面と
したときの正面図であり，図4．23は断面図である．鋼板の下に煉瓦を敷き，その上に鋼板を敷
いた．その鋼板とワーキングコイルの中心を合わせ，ベニヤ板に固定されたワーキングコイル
の導線が，鋼飯に密着する様にベニヤ板を上に向けて設置した．また空隙変化による負荷等価
26
回路定数への影響をみるため，厚さ2．5㎜のベニヤ板を鋼板とワーキングコイノレの4隅に挟む
ことで，空隙の調整を可能としている．実験は，鋼板面積を4通り変化させた値と，空隙を3
通り変化させた場合で行った．今回の実験データは入力電力600W到達時点での計測データで
ある．
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図4．22　実験概略図（正面）
ベニヤ板
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高周波インバータヘ
図4．23実験器具断面
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図4．29鋼板面積別負荷抵抗の周波数特性（空隙10㎜）
　図4．24～4，29から，空気中での被加熱鋼板面積の変化に対しては，空隙の大きさに関わらず
負荷インダクタンス，負荷抵抗共に大きな変化がみられず，鋼板面積による負荷等価回路定数
への影響は小さいことが明らかとなった．この事から，実際の回収時にワーキングコイルを沈
30
没船の船体に貼り付ける前にあらかじめ地上，もしくは浅海にてワーキングコイルの負荷等価
回路定数を把握しておき，その負荷インダクタンスの値と動作周波数から（直列共振回路を構
成する場合）共振コンデンサを，4，1式を用いて導出することが可能になると考えられる．す
なわち，船体鋼板を誘導加熱する場合の回路設計において，あらかじめ地上，もしくは浅海に
て模擬鋼板を用いて測定した負荷インダクタンスの値を用いて共振コンデンサの値を導出し
ても沈没船の船側鋼板にワーキングコイルを設置した際にも動作周波数と共振周波数がおお
よそ一致すると考えられる．
4．2．2　空隙変化
　本節では，ワーキングコイルと被加熱鋼板との間の空隙変化による負荷特性について検討し
ている・図4・30・4・32，4・34・436は空隙をパラメータとした負荷インダクタンスLo［μH］一動
作周波数鉤［kHz1のグラフであり，図4，31，4．33，4．35，4．37は空隙をパラメータとした負荷抵
抗Ro［Ω1一動作周波数fblkHzlのグラフである．
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図4．30　空隙別負荷インダクタンスの周波数特性（200mm四方鋼板）
31




ノー、
図4．38海水プール（800㎜鋼板実験時）
（a）　ワーキングコイル全体　　　　　　　　　　　　（b）防水リッツ線
　　　　　　　　　　図4．39防水ワーキングコイル
ワーキングコイルは310㎜四方・20．5T・導鯛隔6㎜・コイル部分の導線長15．4mであり，
本節で述べるすべての実験結果はこのワーキングコイルを用いて得られている．
　本実験では入力電力2kWを投入し，前節と同様な理由でインバータ効率としてそれに0．92
を掛け合わせた値を出力電力とした．出力側に接続した単相デジタルパワーメータの示す出力
電流（Io），ワーキングコイル両端間電圧（Vb），動作周波数（fb）の値から負荷インダクタンスLo，
負荷抵抗Roの値を計算した．計算式は4．1節と同様である．
　実験は，鋼板面積を3通り変化させた場合と，空隙を3通り変化させた場合で行った．電力
の制御はボルトスライダを手動操作することにより行い，投入時間は入力電力が2kWに到達
した後60秒である。このうち，入力電力2kW到達時点，30秒後，60秒後にデータ計測を行
36
った．実験時の鋼板面積と空隙の値は，
鋼板：400㎜，800㎜，1200㎜四方
空隙：なし（密着），5㎜，10㎜
以上の場合において，周波数10kHzから5kHz刻みで40kHzまで計測している．
では189通りのデータをそろえている．
これで，全体
4．3．1鋼板面積変化
　前節と同様に，鋼板面積を可変した場合の周波数特性をグラフ化したものを示す．図4．40，
4，42，4，44，4．46，4．48，4．50，4．52，4．54，456は鋼板面積をパラメータとした負荷インダクタンス
Lo［μHl一動作周波数珂kHzlのグラフであり，図4．41，4．43，4．45，4．47，4．49，451，453，4．55，4．57
は鋼板面積をパラメータとした負荷抵抗Ro［Ω1一動作周波数飾［kHz］のグラフである．
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　　　　　　　周波数ro【M｛zl
鋼板面積別負荷インダクタンスの周波数特性（空隙なし，入力2kW投入時）
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図4．41鋼板面積別負荷抵抗の周波数特性（空隙なし，入力2kW投入時）
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一　800㎜四方鋼板
一　　1200mm四方鋼板
図442鋼板面積別負荷インダクタンスの周波数特性
　　（空隙5m砥入力2kW投入時）
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図4．43鋼板面積別負荷抵抗の周波数特性（空隙5㎜，入力2kW投入時）
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一　800mm四方鋼板
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図4．44 鋼板面積別負荷インダクタンスの周波数特性
（空隙10㎜，入力2kW投入時）
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図4．47鋼板面積別負荷抵抗の周波数特性（空隙なし30秒後）
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図4．48鋼板面積別負荷インダクタンスの周波数特性（空隙5㎜30秒後）
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図4．49鋼板面積別負荷抵抗の周波数特性（空隙5mm30秒後）
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図4．50鋼板面積別負荷インダクタンスの周波数特性（空隙10㎜30秒後）
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図4。53鋼板面積別負荷抵抗の周波数特性（空隙なし60秒後）
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図4．54鋼板面積別負荷インダクタンスの周波数特性（空隙5㎜60秒後）
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図4．57　鋼板面積別負荷抵抗の周波数特性（空隙10mm60秒後）
　空気中での実験時と同様に，被加熱鋼板の大小にかかわらず，動作周波数の増加に対して負
荷インダクタンスLo［μH］は減少し，負荷抵抗Ro［Ω］は増加の傾向を示している．一方，
負荷等価回路定数値は鋼板面積によっては大きな差が認められなかった．海水中においても負
荷等価回路定数が鋼板面積に依存しないということは，深海の沈没船にワーキングコイルを設
置する前にあらかじめ陸上での実験によって得た負荷等価回路定数を実際の現場においても
適用できることを示唆している．
4．3．2　空隙変化
　本節では海水中での被加熱鋼板とワーキングコイル間の空隙変化による負荷特性の影響に
っいて検討している．図4，58～図4．75は鋼板面積別（400mm四方，800mm四方，120（㎞n四
方）において空隙をパラメータ（0，5，10mm）とした時の負荷等価回路定数の周波数特性を
示すもので，図4．58，4．60，4．62，4．64，4．66，4，68，470，4．72，4．74は負荷インダクタンス
Lo［μHl一動作周波数fb［kHz］のグラフであり，図459，4，61，4．63，4．65，4．67，4．69，4．71，4．73，
4．75は負荷抵抗Ro［Ω1一動作周波数fb［kHzlのグラフである
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400mm四方鋼板での空隙別負荷インダクタンスの周波数特性
　　　　　　　　　（2kW到達時）
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図4，59400mm四方鋼板での空隙別負荷抵抗の周波数特性（2kW到達時）
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図4．60 800mm四方鋼板での空隙別負荷インダクタンスの周波数特性
　　　　　　　　　（2kW到達時）
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図4．61800mm四方鋼板での空隙別負荷抵抗の周波数特性（2kW到達時〉
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図4．62 1200mm四方鋼板での空隙別負荷インダクタンスの周波数特性
　　　　　　　　　（2kW到達時）
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図4．63　1200mm四方鋼板での空隙別負荷抵抗の周波数特性（2kW到達時）
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図4．64400mm四方鋼板での空隙別負荷インダクタンスの周波数特性（30秒後）
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図465400mm四方鋼板での空隙別負荷抵抗の周波数特性（30秒後）
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図4，66　800mm四方鋼板での空隙別負荷インダクタンスの周波数特性（30秒後〉
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図4．67　800mm四方鋼板での空隙別負荷抵抗の周波数特性（30秒後）
51
85
80
旺75
ぢ
凝馬70
象
緊65
蓬
砿60
55
50
10 15 20　　　　　25　　　　　30
　　周波数fblk地1
35
◇空隙Omm実験値
ロ空隙5mm実験値
△空隙10mm実験値
一　　空隙Omm
一　　空隙5㎜
一　　空隙10㎜
40
図468　1200mm四方鋼板での空隙別負荷インダクタンスの周波数特性（30秒後）
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図4．69　1200mm四方鋼板での空隙別負荷抵抗の周波数特性（30秒後）
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図4，70400㎜四方鋼板での空隙別負荷インダクタンスの周波数特性（60秒後）
9
8
7
＿6
望
ご墓5
覆4
賦3
2
1
0
一
訊■
10 15 20　　　　　25　　　　　30
　　周波数fblkH叫
35
◇空隙Omm実験値
口空隙5㎜実験値
△空隙10mm実験値
一鱒 空隙Omm
一　　空隙5㎜
一　　空隙10㎜
40
図4．71400mm四方鋼板での空隙別負荷抵抗の周波数特性（60秒後）
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図4，72　800mm四方鋼板での空隙別負荷インダクタンスの周波数特性（60秒後）
ロG
冒
塁
選
瓜
10
9
8
7
6
5
4
3
2
1
0
一　！
10 15 20　　　　　25　　　　　30
　　周波数面【k翫1
35 40
◇空隙Omm実験値
口空隙5mm実験値
△空隙10㎜実験値
一一 空隙0㎜
一　　空隙5mm
一　　空隙10㎜
図4．73　800mm四方鋼板での空隙別負荷抵抗の周波数特性（60秒後）
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図4，741200㎜四方鋼板での空隙別負荷インダクタンスの周波数特性（60秒後）
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図4，75　1200mm四方鋼板での空隙別負荷抵抗の周波数特性（60秒後）
空気中の実験時と同様に，負荷インダクタンスの値は空隙が大きくなるほど大きくなり，特
こ高周波領域においてその差が大きくなることがわかった．
負荷抵抗については空隙が大きくなるほど小さくなり，特に高周波領域においてその差が大
55
きい．これも空気申の実験結果と同じである．
　動作周波数一定の条件下で空隙を拡大した場合に負荷インダクタンスの値が上昇する理由
について考察すると，ジュール熱として鋼板にて消費されるエネルギのほかに，ワーキングコ
イルと被加熱鋼板の間の空隙にできる磁界に磁気エネルギとして蓄えられるエネルギが空隙
を開くほど大きくなり，この余分に蓄えられた磁気エネルギによって，ワーキングコイルの負
荷インダクタンスの値が上昇したものと考えられる．さらに，空隙一定の条件下で動俸周波数
が高くなるほど負荷インダクタンスの値の差が広がることについては，空間中に蓄えられる磁
気エネルギは，磁束密度の時間変化率，すなわち，高周波化による交番磁束の時問変化率が高
くなることによって空隙中に蓄えられる磁気エネルギの値も大きくなることが4．4式からいえ
る．従って，動作周波数が高くなるほどワーキングコイルと被加熱鋼板との問の空隙中に蓄え
られる磁気ヱネルギが大きくなって，負荷インダクタンスの値の差が広がったと考えられる．
　ここ．で，空間中に蓄えられる磁気エネルギ（Wm［J］〉は，磁界の強さをH（x，Xろt）［A／m］，
磁束密度をB（x那z，t〉［Wb／m2；T］としたとき，以下の式で表される・
　今，ある空聞領域Vに蓄えられた磁気エネルギは，
　　　　嚇1郷H岡狙（響〉嚇醇血一網
　従って，領域Vを固定して考えると，磁気エネルギは磁束密度の時間変化率が大きいほどそ
の値は増加する、
　次に，空隙を開いた時に負荷抵抗の値が小さくなる理由について考察すると，同一動作周波
数の条件下で空隙が拡大することによって，漏れ磁東が増大し，被加熱鋼板に鎖交する磁束が
滅少する。従って，被加熱鋼板に誘起される漏電流が減少し，発熱量，すなわち鋼板にてジュ
ール熱として消費されるエネルギが減少する．逆に，全体の鐵力電力に占める空隙に蓄えられ
る磁気エネルギの割合が増大すると考えられる．磁気エネルギはワーキングコイルを流れる出
力電流によって供給されるので，磁気エネルギの増大はまた，出力電流の増大をも意味するこ
とになる．従って，負荷抵抗値の計算式，4，2式を考えると，同一出力において出力電流値が
増加した分，負荷抵抗値が減少したものと考えられる．また，空隙一定の条件下で高周波領域
においてその差が広がっていく理由については，空隙中に蓄えられる磁気エネルギが動作周波
数を高くすることによって増大する分，同一出力においてそのエネルギを供給するために電流
値が大きくなり，同様に4．2式から，負荷抵抗値が小さくなったものと考えられる．
　以上の考察から，設置条件によって負荷等価回路定数値が変化すると考えられる船側鋼板誘
導加熱負荷において，負荷等価回路定数の変化による回路動作への影響をでき得る限り少なく
するためには，動作周波数はあまり高くすべきでないといえる．すなわち，可擁性を有すワー
キングコイルユニットをもってしても設置条件によって数［mm］から10数［㎜玉］程度の空
隙が生じる可能性は高い．従って，船側鋼板誘導加熱負荷では，空隙が存在しても負荷等価回
路定数への影響ができ得る限り小さい動作周波数帯を選択する方が実際的であると考えられ
る．実験結果から，負荷インダクタンス，負荷抵抗≧もにその影響を小さくできるのは動作周
波数が低い帯域となる、特に負荷インダクタンスヘの影響が高周波領域において顕著になって
くるので，回路の安定動作を考慮すると，動作周波数は20kHz以下を選択することが望ましい
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と言える．ただし，15kHz以下の動作周波数では，共振コンデンサの値が大きくなるため，高
・周波インバータの小型化が困難になる．また，この場合空隙がなくても負荷抵抗の値が小さす
ぎるため，大出力を得るには回路に流れる電流値が大きくなりすぎる可能性がある．これら3
つの結果から，動作周波数帯域は15～20kHz帯が望ましく，その中ででき得る限り低い動作周
波数を選択すると動作周波数は15kBz近辺が妥当であると考えられる．
　以下，本章において得られた結果と考察をまとめる．
　4．1において，導線間隔を変化させた場合の実験結果より，導線問隔を数lmml広げることに
よって，負荷等価回路定数値は大帳に小さくできることが示された．しかしながら，導線を密
に巻いた場合のワーキングコイルでは加熱面側の鋼板表面温度が約1分程度で100℃にまで到
達したのに対して，導線問隔を5mmとしたワーキングコイルでは舶熱面側の鋼板温度が100℃
にまで到達するのに20分前後と，特性が非常に悪くなり，海水中での船側鋼板加熱時には，
加熱に非常に時間がかかり，効果的に内部の重漉を加熱できない恐れがある．従って，ワーキ
ングコイルはでき得る限り密に巻くことが必要であるという結論を導いた．
　42においては4王での結果をふまえて，ワーキングコイルは分割設置することを前提に，そ
の形状を円盤型から分割設置した際に加熱漏れが少なくなると考えられる方形に変え．その単
体ワーキングコイルの特性把握実験を行った．実験を行う際には，・実際の応用を考慮してワー
キングコイルに対する被加熱鋼板面積と空隙を変化させる実験を行い，ワーキングコイルの負
荷等価回路定数の把握を行った．実験結果から，ワーキングコイルに対する被加熱鋼板面積に
対する負荷等緬回路定数の依存性はほとんど見られず，地上，もしくは浅海にて模擬鋼板を用
いて得られた負荷等価回路定数により，共振コンデンサを設計できることが推論された．また，
空隙を変化させた実験結果から，空隙を変化させた際に負荷等緬回路定数への影響は，動作周
波数が高くなるほど大きくなることが判明した．従って，3．3．2において，負荷特性の把握を行
う目的の第一番目としてあげた，園路動作への影響をでき得る限り抑制した上でなおかっ加熱
効果が得られる周波数帯域の把握について，その結果としては，20kHz以下の周波数での運転
が望ましいと結論した．3．3．2での負荷特性把握の目的の第二番目に上げた長時問加熱時の負荷
変動については本章の実験では結論が出ないので，第6章にてその検討と考察を行う．
　4．3においては4．2において実施した実験を海水中にて行った．鋼板面積変化，空隙変化の両
方の特性が，海水中においても空気中と同様の結果を示すことを確認した．また，4．2におい
ては回路動作への影響が小さい動作周波数帯域として20kHz以下が望ましく．その値はでき得
る限り小さいほうが良いとしたが，動作周波数をあまり小さくすると共振コンデンサの所要容
量が大きくなるので，最適な動作周波数帯域は15～20kHzの閥とし，その中で一番低い動作周
波数15kHz近辺が最適な動作点と結論した．
57
第5章　　常温環境下でのタンク内部重油加熱実験
　誘導加熱による船舶タンク内部重油加熱回収システムの有効性を検証する基礎実験として，
模擬タンクの加熱実験を行った．ここでは電熱方式として一般的なシーズヒータによる加熱と
高周波誘導加熱による加熱を行い，熱効率の比較を行っている。すなわち，高周波誘導加熱に
よってタンク内部の重油が加熱されなけれぱシステム構成そのものの意味がなくなること，ま
た，シーズヒータと誘導加熱によるタンク内部重油の加熱効率に有意な差がみられず，タンク
内部重油の着実な温度上昇がシーズヒータ加熱によっても実現できるのであれば，駆動用の特
別な電源を必要とせず，構成が簡単で安価なシーズヒータ方式の方がシステムの構成上有利に
なるからである．したがって，誘導加熱とシーズヒータの加熱能力の差を確認しておくことは，
本研究で提案している誘導加熱によるタンク内部重油加熱回収システムの有効性を検証する
上で極めて重要であると考えられる．
　以下，実験を行うための実験装置，実験条件についてまとめておく．
5，1実験装置の概要
　図5．1に使用した重油タンク及びタンク冷却機構の概念図（a）と，全体図（b）を示す．
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（a）重油タンク概念図　　　　　　　（b）重油タンク全体図
　　　　　　　　図5．1重油タンク
　重油タンクは図5．1（a）に示すようにタンクの1面のみを加熱面とし，他の3面はゴムシー
トで覆って熱の放散を防いでいる・加熱マットには防水加工を施したシーズヒータ，及び誘導
加熱マットを使用し，実験時にそれぞれ付け替えて加熱実験を行っている．また周囲に導水管
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を配置し，タンクの全面から冷却水が流れて冷却するようになっている．このタンクを同図（b）
に示すように一回り大きなプールの中に沈めている．放熱によりプール内冷却水温度が上昇し
ないよう，常にボトムプラグから冷却水を排出し，排出水量と導水管からの流入水量が一定に
なるよう調整しながら実験を行っている．実験に当たっては，加熱マットは完全に冷却水中に
水没して，水中での加熱になり，平板の加熱実験に比べてより実際の沈没船に近い条件が模擬
されている．
　加熱マットは2種（シーズヒータ、誘導加熱マット）用意した．図5．2にシーズヒータの外
観を，また図5．3に誘導加熱マットの外観（a）と，ワーキングコイル（b）を示す．シーズヒ
ータ（坂口電熱製）は550W定格×2で，ゴムシート及びシリコンで覆われており漏電を防止
する構造になっている．また，誘導加熱マットもまた，シーズヒータと同様な方法で漏電を防
止している．加熱マットは図5，4に示すように長さ400mm，幅160㎜のシーズヒータ（図52
参照），またはそのサイズに合わせて，導線長10mで構成したワーキングコイル（図5．3（b）
参照）を並列に並べて図5．3（a）に示すようにゴムシートで覆って冷却水がシーズヒータ，及ぴ
ワーキングコイルの導線に直接触れないようにすることで漏電を防止している．
図52　シーズヒータ外観図
〆
（a）ゴムシートで覆った状態　　　　　　　（b）ワーキングコイルを巻いた状態
　　　　　　図5、3　誘導加熱マット外観図及びワーキングコイル
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シーズヒータ又は
ワーキングコイル
ゴムシート
160
mm
400
mm
奮
図5．4加熱マット寸法（シーズヒータ，誘導加熱マット内ワーキングコイルとも岡寸〉
　タンク内部の重油温度の計測にはタンク深さ方向と加熱マットを設置した面からの長さ方
向の2方面で計測している。図5．5（a），（b）に熱電対配置の概略図を示す・図55（a〉がタンク深
さ方向の熱電対配置で，國5、5（b）が加熱面からタンク長さ方向の熱電対配置である．
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図5．5　タンク加熱実験時の熱電対配置
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　熱電対配置はタンクの深さ方向には（a）図に示すようにタンク上端部から5本まとめて1
セットとし，それを加熱面側から（b）図のように12セット配置している．これによって熱電
対は合計60本になる．その地，加熱面側と裏面のタンク鋼板表面に2本ずつ貼り付けて，合
計64本使用した。熱電対によって得られたデータをパソコンに送るためにそのインターフェ
イスとしてキーエンス製の64チャンネルデータロガを用いている．
　最後に実験条件をまとめる．
　　出力　1．1kW　（550W定格のシーズヒータ2枚を壷列接続して使用しているため．
　　　　　　　　　誘導加熱時の出力も同一とした）
　加熱時間　3時間
　データ計演時問間隔　60s
　以上の実験条件と実験装置を用いて行った実験について，以下，シーズヒータ，及び高周波
誘導加熱による重油タンク内部重油の加熱比較実験の実験結果を示す、
5．2　シーズヒータによる実験
　本節ではシーズヒータを屠いたタンク内部重漉加熱実験についてまとめ，実験結果の検討を
行う．シーズヒータとは電熱線として一般に知られるニクロムヒータを被覆したものである．
これは抵抗加熱方式とも呼ばれ，高い抵抗値を有すニク擦ム線自体が発熱し，そこからの伝熱
によって被加熱物体を加熱する方式である．その特徴として加熱用に特別な電源を必要とせず，
羅械的なスイッチーつで制御でき，回路構成が簡便で安価である．古くから低出力のものでは
電気ポット，炊飯器，ヘアドライヤ，オーブンなどの家庭用電化機器，また中容量では数［kW］
レベルの業務用電化厨房機器，陶芸用の電気式焼釜などの熱源として一般的に採用されてきた．
しかし，被加熱物体の直接加熱ではなく，導線が発熱し，そこからの伝熱によって加熱する方
式のため，大出力を得ようとする場合，ヒータを構成するニク冒ム線が高温や大電流に耐えら
れず焼損，断線する可能性が高く，信頼性が低下して大容量の加熱装置には不肉きなこと，ま
た，周りを水などの液体が覆った状態でその水を加熱する場合などを除いて，熱の放散により
熱効率が低下するといった難点がある．特に，本実験のように水中でタンク側壁鋼板を加熱す
るような場合，シーズヒータによって発生した熱は鋼板に伝わる前に周りの水中に放散してし
まい，ほとんど加熱効果が得られないことが予想される、
　以上を踏まえた上で，実験結果をまとめる．図5．6，5．7はシーズヒータでタンク加熱を行っ
たときのタンク内部の重油温度分布を示す．横軸には加熱面測のタンク側壁鋼板からの距離
縦軸にはタンク上端からの鉛直方向距離をとっている。図5、6は電力投入時のタンク内部重油
の温度分布，すなわち加熱時のタンク内部重油温度の初期値を示し，図5．7は加熱3時問後の
タンク内部重油温度分布で，実験終了時のタンク内部重油温度分布を示している．
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図5，6　シーズヒータ加熱開始直後のタンク内部の重油温度分布（初期値）
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図5．7　シーズヒータ加熱開始3時間後のタンク内部の重油温度分布
　また図58に，タンク上端面からの鉛直方向距離をパラメータとし，横軸に加熱時間，縦軸
に温度をとった温度上昇特性を示す．加熱時間は先述のように3h（180min）である．なお，温
度を計測した位置は加熱面から10mm（図5．5（b）におけるA点）の，加熱面に一番近い点に
おける，深さ方向に5本配置した熱電対により計測した重油の温度上昇特性を示している．
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図5．8　シーズヒータの重油温度上昇特性
　図5．6において，タンク内部の重油温度分布は，26～27℃で，加熱初期値になる．図5．7が
加熱3時間後のタンク内部の重油温度分布であるが，その温度は最高でも28℃程度であり，ほ
とんど温度上昇が見られない．このことは，図5．8の温度上昇特性図からもわかる．これは，
シーズヒータが内部の導線自体が発熱し，その熱が伝熱によって伝導していくため，タンク加
熱面の鋼板ではなく，ほとんどの熱量が冷却水中に放散し，タンク内部の重油はおろかタンク
側壁にすらほとんど熱が伝わらなかったものと考えられる．
この時のシーズヒータによるタンク内部重油を加熱する際の加熱効率を計算する．
O投入電力量　L1×3600×3＝11880kJ
O重油への供給熱量
　　　　　　　重油容積　45×45×5L5÷106ニ0．104m3
　　　　　　　重油比重　984kg／m3
　　　　　　　重油重量　0，104×984＝102．3kg
　　　　　　　重油比熱　L83kJ／kg・K
　　　　　　　重油への供給熱量Q［kJlは平均温度上昇を△T［℃1として
　　　　　　　Q［kJI＝lo23kgx　L83kJ／kg・Kx△T［℃】
O　シーズヒータ加熱時の重油への供給熱量
　　　　　　　平均温度上昇　0．9℃
　　　　　　　重油への供給熱量　168，5kJ
O加熱効率
　　　　　　　η＝168．5÷11880×100＃1，42％
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5。3　誘導加熱による実験
　本節においては，誘導加熱によるタンク内部重油加熱実験についてまとめ，実験結果を検討
する．誘導加熱は第3章においてその原理を述べたようにワーキングコイルは発熱することな
く被加熱物体である鋼板自体が発熱するものである，従って，シーズヒータのように空間を介
した伝熱過程がないので，水中においてもタンク側壁鋼板の加熱，ならびに内部の重油が加熱
可能であろうと予想される．以上をふまえ，実験結果をまとめる．
　図5．9，5．10に誘導加熱でタンク加熱を行ったときのタンク内部の重油温度分布を示す．図
5．9は電力投入時のタンク内部重油温度分布で，重油温度分布の初期値となる．また，図5．10
は加熱3時間後のタンク内部重油温度分布で，実験終了時のタンク内部重油温度分布である．
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図5．10　誘導加熱での加熱開始3時間後のタンク内部の重油温度分布
　また，図5．11は誘導加熱実験時の重油温度上昇特性図で，シーズヒータの場合と同様に，加
熱面のタンク側壁に一番近い位置に配置した熱電対の温度データ（図5．5（b）におけるA点）
を用いている．図はタンク鉛直方向距離をパラメータとし，横軸に加熱時間，縦軸に温度をと
っている．
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　誘導加熱時において加熱初期値（図5．9），すなわち加熱開始時の重油タンク内部の温度分布は
27～28℃の温度分布で，シーズヒータの場合に比べて約1℃程度の上昇している。しかし，加
熱3時間後には重量にして100kg以上の重油がわずか1、1kWという低出力であっても着実に内
部の重油が加熱されている．このことは，加熱3時問後のタンク内部の重油温度分布グラフ（図
5．10），かっ図5，Hの温度上昇特性からも確認できる．シーズヒータによる加熱実験時にはタン
ク内部の重油温度上昇が平均して1℃程度であったのに繋し，誘導加熱ではタンク内部の重油
温度が平均して4℃程度温度上昇しており，その差は明らかである．従って，シーズヒータに
代表される伝熱による加熱方式ではなく，タンクを構成する鋼板自体が発熱する誘導加熱のほ
うが内部の重溝へ効果的に熱が伝えられることが確かめられた．また，電力投入の時間数を増
大すればその差はさらに大きくなることが実験結果から推測出来る．
この時の加熱効率を計算する．
　O投入電力量　Ll×3600×3＝11880kJ
O内部の重油への供給熱量
　　　　　　　　シーズヒータ加熱時度同様に計算して
　　　　　　　　平均温度上昇　3、8℃
　　　　　　　　重油への供給熱量　711．4kJ
　O加熱効率
　　　　　　　　η＝711．4÷11880×100＝も．0％
以下，実験結果からの考察をまとめる．
　本実験においては，加熱マット〈シーズヒータ，誘導加熱マット）を完全に水没させた状態
で加熱を行うという，かなり加熱に厳しい条件を設定して実験を行った．このような状態にあ
って，非常に加熱効率は悪いものの誘導加熱によりタンク内部の重油は着実に加熱されている．
今回の実験では重油タンクの側面をゴムシートで覆って実験を行ったが，ゴムシートの熱伝導
率は比較的高めであり，断熱材に違う材料を用いたなら加熱効率は上昇すると思われる．
　本実験によって，船側鋼板誘導加熱によるタンク内部重油加熱回収システムは，加熱効率は
低いものの，内部の重油を確実に加熱し，温度を上昇させることができることを実証した。
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第6章低温環境下でのタンク内部重油加熱実験
　前章にて述べたように，常温環境下においては誘導加熱によるタンク内部重油加熱が可能で
あることが判明している．しかしながら，低温環境下においては未だ実験が行われていないの
で，低温環境下にあっても高周波誘導加熱によるタンク内部重油加熱が可能であるか確かめて
おく必要がある．
　本章では，タンクの冷却水に氷水を用い，内部の重油温度を数［℃］程度まで冷却してそこ
から加熱を行う実験を実施し，システムの熱効率を求めて高周波誘導加熱による低温環境下で
の船体鋼板加熱によるタンク内部重油加熱回収システムの有効性を検証した．
　実験装置は断熱材使用時も未使用時においても同様のものを使用する．
6．1実験装置の概要
　重油タンクは前章で用いた重油タンクをそのまま用いている．ただし，常温環境下では流水
による冷却であったが，今回は氷水を充填して冷却水の水温をO℃近辺まで下げてタンクを冷
却している．加熱中は氷が融けるので適宜ボトムプラグからその融解水を抜きながら氷を補充
して冷却水温度の上昇を抑制している．重油は下から430mm（上から270mm）のところまで
入れている．これで，タンク内部重油の容積は87．1㍑である．ちなみに，タンクの周りの冷
却用氷水を入れるプールの高さは重油の液面よりやや高く，氷水は冷却用プールの上端まで入
れており，重油は氷水の液面より下になるようにした．
図6．1断熱材未使用時の実験状態
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図6．2重油タンク寸法
　温度計測用の熱電対は合計61本使馬し，タンク内部には図3に示すように熱電対を配置す
る．図6．3（a）はタンク深さ方向の配置であり，700mmのタンク深さに対して下から5本配置
している．（b）は長さ方向の配置で深さ方向の熱電対の組を左右両側6セットずつ配置して
いる．残りの1本はタンクの加熱面側，ワーキングコイルとタンク側壁の問に配置した．
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図6．3　熱電対配置
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　熱電対でとった温度データをパソコンに取り込むために，64チャンネルデータロガ　（キー
エンス製〉を用いた．
　実験回路は鋼板の特性把握で使用した回路（図4．3）と同様に構成している．使熔機器は以
下のとおりである．
　三相電力計（β置電機製）　　　　　　　　　　　　一入力電力測定用
　単相電力計（目置電機製）　　　　　　　　　　　　　一出力諸特性値測定用
　汎用ハードスイッチングインバータ（富士電機製）　一主電源回路
　ボルトスライダ　　　　　　　　　　　　　　　　ー電力調整用
　電源トランス　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー電源高調波対策
　ワーキングコイルは，海水プールでの実験で使用した防水リッツ線を使用して，リッツ線を
固定する板をベニヤ板から可擁性を持たせるために，ゴムシートに変えている．その他の構成
は，海水中の実験時とほぼ同様になるように，なおかつタンク加熱面をでき得る限り広く取る
ために，導線長％m，ワーキングコイルー辺長330mm，巻数22Tとした。
　高周波誘導加熱を効率よく行うためには，共振回路を構成して力率の低い誘導加熱負荷の力
率補償を行わなくてはならない．そこで必要になる共振コンデンサの値を決定する．第4章の
結論から，動作周波数は15k｝セを選択するこ．とが望ましいと結論しているので本章ではこの値
を用いる．動作周波数として15kHzを選択する理由として，まず第4章において結論したよう
に負荷等価回路定数の空隙による変化が小さくでき，従って共振周波数の移動が小さくでき，
回路の安定運転，ならびに出力電力の維持が容易であろうと考えられることによる．また，動
作周波数が低いほうが鋼板内部に誘起される渦電流の浸透深さが深くなり，それだけタンク内
部の重油に熱が伝わりやすいと考えられるからである．ワーキングコイルは4。3節，海水中の
実験時の構成とほぼ同じ大きさで構成しているので，ここでは，そのときの負荷等価回路定数
がそのまま使えるとし，空隙なし15kHzの条件で加熱実験を行った際の負荷等価回路定数値，
Lo＝約7伽Hから，4．1式を用いて共振コンデンサの値を計算した．この時，共振コンデンサの
値は，おおよそ
　共振コンデンサー　15μF
となる．
6．2　断熱材未使用時の加熱実験
　低温環境においては，沈没船船体のタンク側壁鋼板を断熱材で覆うことをしない場合，誘導
加熱による直接加熱といえども発熱熱量は海水中に放散し，内部の重油が加熱されにくいこと
が予想される．逆に，この厳しい条件下においてもタンク内部重油の加熱が可能であるならば，
いかなる状況下においても沈没船タンク内部重油の加熱回収が可能になるであろうことも考
えられる。
　ここでは，タンクの冷却水が0℃に近い環境下で加熱する場合の断熱材の効果を確認する意
味合いも込めて，断熱材を全く用いず加熱実験を行った．
　断熱材を用いないため，重油タンクには何も貼り付けていない．常温環境下での誘導加熱実
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　　　　　　　　　図6．15加熱4時間52分後のタンク内部温度分布
　これらの図から，側面より重油を加熱した場合は，重油温度分布は加熱面からの水平距離
に対して層状に分布することがわかる．この結果は，第5章での常温環境下での誘導加熱に
よるタンク内部重油加熱実験においても同様な結果を得ている．
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　この理由として，本実験では，タンク内部に重油を静置した状態で側面から加熱を行い，か
つ，重油の液面上からの冷却を行っていないため，加熱熱量がタンク内部の重油の液面方向に
上昇し，液面上からの冷却がされないので上のほうが高温になったと考えられる．逆に，タン
ク底面のほうは0℃に近い冷却水に実験中冷却され続け，ほとんど温度上昇することがなかっ
たものと考えられる。
　次に，入力としての投入電力量の熱エネルギに対する，出力としてのタンク内部重油の温度
上昇に基づいて，供給熱量の計算によるシステムの熱効率について検討する．
　まず，重油容積から重油重量を求める．
　　重油容積　45cm×45c斑×43cm÷106－0．0871m3
　　重油重量0．0871×984＝85．7kg　（984＝重油比重［kg／m31）
　また，重油に供給された熱量は，
　　供給熱量　85．68×1．83×△T　　〈1．83：重油比熱lkJ／kg・Kl△T：平均温度差［℃1）
　から，
加熱前平均重油温度
加熱終了時平均重油温度
加熱時間
投入電力量
重油への供給熱量
熱効率
5℃
20℃
4時間52分
10．5kWh
＝37800kJ
85．7×1．83×玉5＝2352．5kJ
2352．5÷37800×100＝6．2％
　以上の計算結果から，熱効率はおおよそ6％程度と，非常に低い値が出た．これもまた，第
5章における誘導加熱の加熱効率にほぽ等しい値である、第5章の場合と異なるのは，電力の
値とタンク周りの冷却水温度，さらには重油温度の加熱開始時の初期値である．第5章の実験
時に比べて強い冷却環境下にあっても熱効率がほぼ同様の値をとったのは，供給電力が大きく
なったことによって，タンクの側壁鋼板に吸収される電力が大きくなり，結果として重油に熱
量が多く伝わったものと考えられる．従って，供給電力量を多くすれば熱効率の上昇が期待で
きるが，どこまで電力を投入すればよいのか，それとも投入できるだけ投入すればよいのかま
だ判然とはしていない段階であり，一番効率よく加熱できる供給電力を求めること，今後それ
について検討する必要がある．
6．3　断熱材使用時の実験
　断熱材を使屠しない場合を前節で述べたが，高周波誘導加熱技術を用いれば低温環境下にお
いてもタンク内部重油の加熱が可能であることを示した．
　従って，断熱材を用いれば熱効率はさらに向上することが期待できる・ここでは，断熱材を
用いた場合の実験結果をまとめた、
　なお，実験で用いた器具は重油タンクの回りに断熱材を貼り付けて保温した以外は前節の実
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験と同様に行っている．なお，断熱材はL’ISOLANTEK－FLEX社製の13㎜厚K－FLEXICク
ラッティングシートを，加熱面を含むタンクの全ての側面に貼り付けている．これは，発泡ゴ
ム系断熱材の片面にアルミとグラスファイバを蒸着したものである．また，タンクの底面に関
しては設置が不可能だったため，断熱材を貼り付けてはいない．
　ここで得られた実験結果をまとめる．
　図6．16～6，21にこの時の液面からの鉛直距離をパラメータとした温度上昇特性を示す．この
時，断熱材未使用時と同様にA点はタンク側壁の加熱面から10mm　（図6．16），B点は同じく
60㎜（図6．17），C点llO㎜（図6．18），D点190㎜（図6．19），E点280㎜（図6．20），F
点40（㎞m（図6，21）である。
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C点（加熱面から110mm）での断熱材使用時の温度上昇特性
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図6．21F点（加熱面から400mm）での断熱材使用時の温度上昇特性
　断熱材を使用した場合，未使用時に比べ，液面に一番近い個所（液面から40mm）に設置し
た熱電対が計測した重油温度が，断熱材未使用時の約40℃から30℃上昇し，約70℃にまで到
達している．また，温度上昇の小さかったタンク底面の方まで温度が上昇し始めているのがわ
かる．この変化は，断熱材を使用したことによって得られたもので，断熱材の効果がはっきり
とわかる。また，加熱面側の外板は水の沸点（100℃）で温度上昇がストップしている．これは，
ワーキングコイルとタンク側壁鋼板との間に水が入り込み，その水がわずかなりとも対流を起
こすことによって，沸点にて温度上昇がストップしたものと考えられる．実システムにおいて
もワーキングコイル設置の際に，船側鋼板との間に水が入り込むことは避けられず，これによ
って，ワーキングコイルと船側鋼板の隙間から相当量の熱量が海水中に放散していくことが考
えられる．しかしながら，逆に考えるとタンク側壁の鋼板がある一定の温度に保たれ，しかも
それが水の沸点程度の温度であれば，内部の重油も過熱され，引火点まで到達することなく，
安全な温度に保つことができるといえる．従って，これはシステム全体の安全性向上に寄与し
ているというメリットを生んでいるといえる．
　次に，重油のタンク内部における温度分布をまとめる．グラフは横軸にタンク側壁の加熱面
からの距離をとり，縦軸にタンク上端からの深さ（液面からの深さ）としている．また，温度分
布については10℃ごとに色分けしている．
　図6．22は加熱開始直後のタンク内部温度分布を示している．ほぽ全体が10℃以下になって
いる。同様に図6．23は加熱1時間後のタンク内部重油の温度分布，図6，24は2時間後，図6．25
は3時間後，図6．26は4時間後，図6．27は5時間後である．
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　断熱材使用時においても，断熱材未使用時と同様に，側面より重油を加熱した場合において
タンク内部の重油を静置した条件下では，重油温度分布は加熱面からの水平距離に対して層状
に分布した．IO℃以下の温度では固体に近い状態といえども重油は液体であり，液体である以
上，熱伝導と対流熱伝達の2っの過程によって温度上昇していくはずであるが，本実験の場合，
対流熱伝達が中心の伝熱過程であったなら，加熱面に近い重油の温度分布がこのようなきれい
　　　　　　　　　　　　　　　　84
な層状に分布しないであろうと考えられる．すなわち，タンク内部の重油温度分布は，垂直方
向近い状態に分布するであろうと考えられる。しかしながら，実験結果はきれいな層状の温度
分布を示した．これは，本実験での伝熱形態はほぼ固体の熱伝導に近い状態で行われたものと
考えられる．ここで，実際の重油回収作業を考えると，タンク内部の重油が流動性を持った部
分から回収されていくので，この場合には，タンク内部の重油温度分布はさらに複雑な挙動を
示すであろうことが考えられる、また，内部の重油を加熱するための所要電力の値もまた変化
するであろう．しかしながら，それらの場合の検討は全く行われていないので，今後，検討す
る必要がある．
断熱材未使用時と同様に，この場合の熱効率を計算する．
重油容積などは断熱材未使用時と同様であるからここでは省略し，
　　加熱前平均重油温度　　　5　℃
　　加熱終了時平均重油温度　40　℃
　　加熱時間　　　　　　　　5時問
　　投入電力量　　　　　　　10．5kWh
　　　　　　　　　　　　　；38000　kJ
　　重油への供給熱量　　　　85．7×L83×35二5489．1kJ
　　熱効率　　　　　　　　　5489．1÷38000×100＝14．4％
　断熱材を使用することによって，熱効率が約6、2％から14．4％へと熱効率が倍以上向上した．
従って，実際の回収時に効率よくタンク内部の重油を回収するためには断熱材の使用は不可欠
と考えられる．また，加熱時に加熱面側タンク側壁の表面温度が水の沸点にて温度上昇がスト
ップしたことから，断熱材未使用時のように投入電力を上げれば熱効率が向上するといえるの
か検討の余地がある．なぜなら，金属を熱が伝わるような場合の熱伝導において，熱流束は温
度差に比例するというフーリエの熱伝導の法則があり，加熱面側が水の沸点で一定の温度であ
る場合，投入電力が大きくても加熱面のタンク外壁温度と内部の重油温度の差は投入電力によ
らず一定になってしまい，電力の差は回りの海水中へ損失として放散してしまうことが考えら
れるからである．現在のところこの答えが出ていないので，今後の検討課題として，加熱面側
の外壁温度が一定となった場合のタンク内部重瀬だけでなく，鋼板，外部への熱損失などの伝
熱特性を検討する必要がある．
　以下，低温環境下のタンク内部重油加熱実験において得られた実験結果と，そこからの考察
をまとめる．
　断熱材使用時と未使用時を比較すると重油の最高温度で30℃程度の差が出た．また加熱実験
終了時の平均温度は倍になっている．これにより，平均温度上昇は断熱材未使用時の15℃に対
して断熱材使用時は35℃と倍以上になっている．重油への供給熱量は平均温度差に比例するた
め，熱効率についても倍以上の数値になる．また，断熱材使用時の加熱面側鋼板温度が水の沸
点以上に上昇していないことも見て取れる．これは，ワーキングコイルとタンク外板との問に
水が入り込み，その水がわずかながらも対流を起こ．すことによって，沸点にて温度上昇がスト
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ップしたものと考えられる．これにより，熱の大部分が水に奪われると考えられるが，逆に温
度が上がりすぎないために，タンク内部の重油も過熱されず，安全な温度に留める事が可能で
ある．さらに，ワーキングコイルの耐熱温度を低く設計できると考えてよいと思われる．
　ただし，この対流を促進するためにワーキングコイルとタンク側壁の間を開きすぎるとかえ
ってタンク側壁が冷却されすぎてタンク側壁温度が水の沸点まで到達せず，タンク内部の重油
に熱が供給されない可能性が出てくるので，ワーキングコイルはできうる限り密着させる必要
があると考えられる．
　熱効率については，断熱材未使用時の6。2％から，断熱材使用時には14．4％と，約2．3倍程度
向上している．このことから，断熱材の効果は明らかであり，実際の応用時には断熱材の使用
は不可欠と考えられるが，何らかの原因で断熱材が使用できない場合においても，ワーキング
コイルさえ設置できればタンク内部の重油加熱が可能であろう事もいえる．
　今後は，さらに実際の応用を考慮して，タンク内部の重油温度分布や，所要出力の算定のた
めの検討を行う必要がある．
　また，低粘度化した重油を抜き取りながらの加熱を行ったとした場合，今回のように重油の
移送を伴わない場合と比べて重油の加熱のための条件が変化すると考えられ，実際の回収現場
では重油を抜き取りながら加熱を行うことを検討しているため，その場合の所要電力，温度分
布など，さらに実際の条件に合わせた検討を行わなければならない．
6．4高周波インバータの評価
　33節において実システム応用時に考慮すべき問題として，高周波インバータ，及びワーキ
ングコイルの特性から回路設計する場合に関するいくつかの検討課題をあげた．そこで，本節
においては，そこであげられた課題について本章における低温環境下でのタンク内部重油加熱
実験にて得られた実験データなどを用いながら，3．3．2節であげた負荷等価回路定数の加熱時間
に対する特性からの共振回路構成の検討，及び実験に使用した汎用ハードスイッチングインバ
ータの評価，検討を行う．
　まず，回路設計以前に検討すべき条件として，負荷特性把握実験によって加熱時によって負
荷等価回路定数の変化が予想される船側鋼板誘導加熱負荷において，3．3、2節にて述べている加
熱時の条件変化に対して負荷等価回路定数の値に変化が小さいと考えられる動作周波数帯に
ついては第4章にて結論が出ており，本章の実験はその結果に基づいて動作周波数15kHzで運
転した．次に，長時問運転時の負荷特性にっいてまとめる必要があるので，その検討，及び考
察を以下に述べる．
　加熱実験時の実験データから，負荷等価回路定数を42（負荷抵抗Ro［Ω］）式と，43式（負
荷インダクタンスLo［雌］）を用いて導出する．実験データは入力電力2kW到達時点から30n血
おきにデータを計測し，出力電力は入力に0．92倍した値を出力電力としている．この時の負荷
等価回路定数の時問変化を図6．28に示す．この図は，横軸に加熱時問［h］をとり，縦軸は負
荷等価回路定数としての負荷インダクタンスLo　lμH］，負荷抵抗Ro［Ω］をとっている．
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図6．28加熱時間に対する負荷等価回路定数の特性
　図6．28から，負荷インダクタンス，負荷抵抗ともに加熱開始時には定常状態と若干異なった
値を示したものの，負荷インダクタンスでは1時間半後，負荷抵抗では30分後にほぼ一定の
値に落ち着いている．負荷インダクタンスの5時間の平均値はLσ＝63，5μH，負荷抵抗は
Ro－3．28Ωであった．第4章の実験結果から当初予想した負荷等価回路定数値はL伊70μH，
Ro＝4Ωで，負荷インダクタンスで予測値から6．5μH低下，負荷抵抗で予測値からO．72Ω低下し
ている．当初予想では，導線長が0．6m延長され，巻数が1．5丁増加しているため，負荷インダ
クタンス，負荷抵抗の両方の値がわずかながら上昇するのではないかと考えていた．しかし実
際は逆に低下している．なぜこのような結果が得られたかまだ不明であるので，今後検討する
必要がある．また，平均値から最もずれている加熱開始時の値は負荷インダクタンスで約2μH
程度（615μH），負荷抵抗で0．3Ω程度（3．56Ω）の偏差であり，加熱時問に対してはほぼ一定の
値で推移したと考えてよい．従って，加熱時にはほぽ一定の負荷等価回路定数値を取ると仮定
して回路の設計を行えると考えられる．このことは，回路構成が簡単なものの，わずかな負荷
等価回路定数の変化で出力やスイッチ電流値に大幅な変化をきたす直列共振回路で主回路を
構成しても十分安定運転が可能であることを示している．実際，2度の加熱実験時にわたって
入力電力，負荷電流値などの回路諸特性値はほとんど変化せず，インバータの入力電圧調整を
行う必要は全くなかった．この理由を考察すると，今回の加熱実験では，最高温度を記録した
加熱面であるタンク外壁で水の沸点100℃程度であり，従って，鋼板の電気伝導率，及び透磁
率がほとんど変化しなかったため，負荷等価回路定数への影響が小さかったものと考えられる．
よって，加熱面温度が上昇しすぎないという特性は，システム全体の安全性向上だけでなく，
インバータの安定運転にも寄与するという電気工学的な視点からも非常に好ましいものであ
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ると思われる．
　次に，ハードスイッチングインバータの電力変換効率測定実験から，インバータの評価，検
討を行う．第4章においても述べたように力率の低い誘導加熱負荷においてはパワーメータが
正確な電力を算出することが不可能である．従って，加熱実験時に入力電力の値にインバータ
効率として0．92を掛け合わせるという近似的な方法をとった．
　ここでは，実際の実験時に電力変換効率はどれほどであったのか確かめるべく実験で使用し
た汎用ハードスイッチングインバータを用いて電力変換効率を測定する実験を行った．パワー
メータが電力を正確に測定できない誘導加熱負荷の変わりに空芯コイルと高周波水冷抵抗を
直列に接続した模擬負荷回路を構成し，抵抗で消費される電力を計測して入力電力との比をと
ることによって電力変換効率を測定している．また，ここで使用する負荷インダクタンス，及
び負荷抵抗値は低温実験時における負荷等価回路定数を用いている．
　タンク加熱実験時には，
　負荷インダクタンス：Lo－63．恥H
　負荷抵抗　　　　　　：R、o－3．28Ω
　共振コンデンサ　　：Cs－L5μF
　動作周波数　　　　：fb－15kHz
　共振周波数　　　　　：飴16．5kHz
であったので，でき得る限りこの値に近づけて空芯コイルと高周波水冷抵抗の値を設定した．
この時模擬負荷等価回路定数は，
　模擬負荷インダクタンスl　Lo－63μH
　模擬負荷抵抗　　　　　：Ro－3．3Ω
　共振コンデンサ　　　　＝Cs－L5μF
　動作周波数　　　　　　　ほb司5k臨
　共振周波数　　　　　　＝f卜16．5kHz
で設定している．
　実験は，海水中の負荷特性把握実験時，及び低温実験時と同様に入力電力2kW投入し，そ
のとき，水冷抵抗で消費される電力を測定して（抵抗両端間は力率が1となるのでパワーメー
タで正確な電力を測定できる），この値を出力電力として入力電力との比を取ることにより，
インバータの効率を計算する．これを10回繰り返し，そのときの電力変換効率の平均値を計
算した．表6、1にそのときの実験データを示す．、
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表6．1電力変換効率測定実験データ
実験回数 PinlkW1Po｛kWI 効率
1 2．14 1．96 0．922 2．13 1．97 0．93
3 2．12 1．96 0．92
4 2．09 1．95 0．94
5 2．12 1．93 0．91
6 2．08 1．96 0．94
7 2．14 1．97 0．92
8 2．10 1．95 0．93
9 2．12 1．97 O．93
10 2．12 L94 0．92
平均値 0．92
　実験結果から，入力電力2kWにおいて，電力変換効率はη一〇92（92％）という結果が得ら
れた．従って，4．3節，及び本節の前半部にて計算した負荷等価回路定数の値は妥当な値であ
るといえる．また，電力変換効率はハードスイッチングながら比較的高効率である．さらに，
ハードスイッチングゆえに，共振周波数からずれた位置において動作させた状態にあっても長
時問の安定運転を維持することができた．
　なお，電力変換効率η一〇．92より，電力損失は2kW×0．08；0，16kWとして，インバータにお
ける損失電力量は，
　0．16×5＝0．8kV幽；2880kJ
　2880÷38000×100＝7、57％
となり，投入電力量の7．57％はインバータにおける内部損失として消費されたことになる．
　今回の実験においては，ワーキングコイルに2．5mmφのリッツワイヤを用いたため，ワーキ
ングコイル導線に含まれる抵抗成分による発熱がインバータ効率を低下させたとも考えられ
る．従って，このワーキングコイルに使用する導線に径の太い5～10㎜φを採用することによ
って，インバータ効率の上昇，さらには全体の熱効率が若干向上すると考えられる。
　なお，加熱時の負荷設計条件からの移動による回路動作の安定性という観点からは長時闘運
転時にもインバータは負荷に電力を安定的に供給していたので，ハードスイッチングインバー
タは電源装置の機能を十分に果たしえたと考えられる．
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第7章結言
　本文では，高周波誘導加熱による沈没船タンク内部重油加熱回収システムと，このシステム
の主要部を構成するワーキングコイルに焦点を当てて，その基礎的な特性を，実験を中心にし
て明らかにした．また，システムの有効性を検証するための基礎実験として常温環境下でのシ
ーズヒータと高周波誘導加熱による加熱能力比較実験，低温環境下での加熱実験を行った．本
文にて得られた結論をここにまとめる．
1）導線間隔を広げたワーキングコイルの実験結果から，導線間隔を広げることによって負荷
　等価回路定数値の値を小さくすることができたが，加熱特性が著しく悪くなるため，導線
　　間隔は極力広げず，密に巻いたほうが良いという結論に達した．
2）方形ワーキングコイルの特性把握の第1段としてワーキングコイルに対する被加熱鋼板の
　　面積を変化させてこの時の負荷等価回路定数特性の把握を行った．実験結果から，負荷等
　価回路定数の被加熱鋼板面積に対する依存性はあまり見られないことが判明した。
3）空隙を変化させた場合の負荷等価回路定数の特性変化を把握する実験結果から，空隙を大
　　きくしていった場合に同一周波数においては負荷インダクタンスの値は大きくなり，負荷
　抵抗の値は小さくなる．また，空隙の値が等しい場合には周波数が高くなるほどその差が
　広がっていくことが判明した．
4）常温環境下におけるシーズヒータと高周波誘導加熱による水中の加熱実験の結果から，高
　周波誘導加熱によるタンク内部の重油加熱におけるシステムの熱効率がシーズヒータ方
　　式に比べて4倍以上と極めて高く，高周波誘導加熱システムの有効性を立証した．
5）低温環境下におけるタンク内部重油加熱実験から，断熱材を使用せずともタンク内部の重
　　油が高周波誘導加熱によって加熱可能であることが示され，何らかの理由で断熱材の使用
　　が不可能な場合にも有効である事が示された．さらに，断熱材を用いた実験から，断熱材
　　未使用の場合に比べて熱効率が2倍以上向上することも示された．
6）低温環境実験時において，負荷等価回路定数を測定したところ，通電中にわたって負荷等
　価回路定数の変化がほとんど見られなかった．これにより，回路構成が簡単なものの，わ
　　ずかな負荷等価回路定数の変化によっても回路動作に著しく影響する直列共振回路であ
　　っても回路が安定運転することが言える．
7）実験に使用した汎用ハードスイッチングインバータの電力変換効率はおおよそ92％で，比
　　較的高効率運転が実現できた．従って，加熱時の負荷設計条件からの共振周波数移動によ
　　る影響を受けても電源装置としての機能を十分に果たしうるハードスイヅチングインバ
　　ータの使用に対し，電力変換効率の観点からも有効であると言える．
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